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本報告音吐.日豪経済ブT]ジ壬クト 第2年次(昭和48年度)の調査研究の成果である｡

オーストラ7)丁が天然資源産物の基音低廉た､かつ安全にして安定的夜供給源として､日本経

済にと.,て欠くことのでき75:い重要を補完的compleme血tary満場であることはhPまでも

患い｡細 石とボー瑚 叫い 7ルミナに関する日本のオーストラ])7-の依存､逆にオ-ストラ

])丁の生産の日本市場-の依存は卦互にまことに大きく､どちらから見ても離れることのできな

い関係にある｡銅､ニ･/ケルをど非鉄金属についても､パプア･ニューギニアまで含めると､オ

ーストラ])丁の重要性は巨大だ｡日本の石炭輸入についてのオーストラリアの地位はすでに高い

が､将来､石油､天魚ガスを含めたエネルギー供給源としてのオーストラ1)了への期待も大きV}｡

これらに､木材･バルブ､専らに羊毛､小麦､その他飼料穀物､牛肉､砂晴をどの第1次産物を●

も加えると､まことにオーストラ])7枚日本にとって欠くととのできない天然産物の豊庫であり､

いちばん痕少になる安全な供給源である｡

｢資源間題から見た日豪関係｣という問題の検討に第1年度から着手したのであるが､第2年

度はこの間寓に焦点をしぼ少滞力的･集中的に調査することにした｡1973年 10月から勃発

した中東戦争､石油危機がこの問題検討の重要性に拍車をかけた｡外部から専門家の参加を得て

セミナーを開き､広く意見卑聴取する努力も重ねた｡その成果が第1部におさめた6つの論文で

ある｡それらは簡潔に､しかも開題の中心点を明確に蘭き出している｡したがって個々の論文に

ついで要約を試みることは省き､共通する1つの中心開窺だけを. ここで指摘しておきたいo

lつの中心間乾とい)の駄 目蒙関係性資源貿易につ'V,て過大相互依存over-ihterde-

pendence即応少つつあるのではあるせいかとhP疑問である｡鉄鉱石についていえば日本妊

総輸入の)も41.5弟をオースIヲ]JTに依存しているL.オーストラ相 はその生産の80歩以上を

日本托向けている｡独占的又V'手としての日本の方がバーグ昌yグIJlワーが強いといえるかも
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しれない｡だがポ-キサイトについては､日本は輸入の60啓を掛 舵仰いでいるこ七になるが.

豪州にとってはその総輸出の21虜を日本に向けているととになる｡これはメジャー多国籍企業

の手でポーキサイドが開発盲れ､El本だけでなく世界各地に向け翰出盲れているからである｡ こ

こでは日本のバーダニyグ･パワーは弱いのみである｡をか貿易全体についてみると､現在の壌

勢が続くとオーストラ1)丁の輸出峠6P卓以上も日本に依存することに夜るともいわれている｡

こ9した日豪関係性､悪くいえば､日本はオーストラ))丁に｢資源｣で首根っこをお宅えられ

るとい)ことであり､オーストヲt)アから官えば日本に丸がかえ忙卓れるとい5ことであろ9｡

だが考え直してみると､お互にセJtレーlできをいほど溌く依存しあ9関係になるからこそ､相

互の経済発展､繁栄を協力し夜がら推進し増.い･くとい9､国際協力が生み出され推進香れる町で-~-

ある｡自家関係は資源貿易を通じoIVet-inも;erdependenEceであるがゆえに. 広汎な緊･

密な国際協力申基礎の上に立たねばならないのである｡ ′､.I

over-interdependenceと見L6れる関係も､それがお互咋,i?て利益である隈b永続

し増大する｡たとえば鉄鉱石の輸出価格は身-･ネ トラ1)7にと9㌧て有利であるが､近い距離と大

型専用船の使用などに上b運賃が低いことから1-/日本にとっても輸入価格抹他の.供給源にくらべ

有利をq)である｡こ)いった経済的合理性からみてオーストラT)アは日本にとって貴重夜資源供

給源である｡

ove,r-interdepeTIdenceはその関係になんらかの故障が生ずると(たとえばアラブの

石油供給削液のように)､お互に致命的な打韓､泡乱を.もう中ることになる｡over-interd-

ependezICe把みえでも､それを維持.拡大していくには常にb8rg&izlingpowerのつ

bあいが保たれることが必要であろう｡鉄鉱石について日本例からみると総輸入の47.5序をオ

ーストラ1)了に依存することにをるが.,･･ヨオーストラ])7'例から見ると80車以上も対日輸出に依

存して中るといった関係は1つの駈引力の良い｢つ少あい｣であるかもしれなVl.資源供給国の

方がよ9強い交渉力をもつ傾向にあるから､上の比率が対象であるなら､輸入国の方が帯い立場

においやられてしま)であろ9｡対等交渉力を保証する最適な相互依存比率といったものが存在

するのかもしれ夜い｡1つの研究殊髄であろう｡

アラブ産油国のように石油を武器として用V>るといゥた非合理性の危険はオーストラl)丁につ

いては存在しないといゥてよい｡その意味でオーストラT)丁は際も借栃のかける安全な資源供給

源なのである｡だが労働党政権の資源･外資政策は気がかb･である｡その資源保存(cozLBer▼8-

tion)政策が日東関係にどう影響するか.十分な検討を必要とするの{･ある.)

資源貿易だけに局限卓れて日豪経済が cLIV'er-iTlterdepen･deneeに陥ることはたしかに或
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る危険夜要素を含んでいる｡レ､っ卓9広軌を面での相互依存関係が深められて､資源貿易 - そ

れ自体はoYer-interdependenceを続けようが- も全体の相互鮪 関係の中では適正

な主要性をもつものになり､資源貿易での故障が全体の相互依存関係壷破簾するよ5をことが患

いよ9に､日豪の相互依存関係を高度化し深化しな叶ればならをい｡それは日本と'*-ストヲT)

丁の卑互の経済発展の方向にかかわっており､また東南アジアを卑互にど5位置'3けるかどいち

た世界経韓上のポジシ,ンの問題にbrゝかわ.,ている｡

そこでオーストラT)ア自体がいかなる方向に経済発展を続けようとしているかが問題と売る｡

オーストラ])丁が､その豊富､良乳 低廉な地下資源を基礎にした重化学工業化を推進しようと

することは､きわめて当然であるといえよう｡ピルバラ計画その他いくつかの重化学工業団地の

開発が話題にのほ.Pでいる｡だが問題 杖 .･いかなる目的のために(雇用拡大､地域開発など)､

どうい9市場(国内市場か海外のどの市場か)をめあてに､どの春慶の加工段階までもつか(秩

鉱石をぺレクイズする春慶か､高炉をもゥて銑鉄にす･るのか､一貫鶴扶所をもち粗鋼をうくるめ

か､さらに一連の機械工薬をもつのかをど｡天然ガスの利用についても同様｡ )ということであ

る｡オーストラ])了はすでに800万トyの製鋼能力をもっている｡これと同規模のものをもう

1つもつには､国内需要向けだけでは市場不足であって､ど5しても輸出市場を開拓･確保せね

ばならない｡近隣の東南アジア諸国､さらにはアラブ諸国の重化学工菓化計画との競合･補完関

係を考慮にいれねばをらないし､日本との重化学=幕での協力関係が問題となる.われわれとし

てはこういった問題に対しど)接近したら解答が出しうるのかとh5方法論から手をつけ､広い

見地に立って判断しなければ在らない｡山沢逸平･他聞誠の2つの静文が解答を試みているので

ある｡

ピルバラ･プロ･}3Lクトの当面のねらいは､1978年から採取が開始苔れるオ7シ′オ7･天

然ガスをいかに利用するかとい9点に限られている｡日本をどが長期購買契約をしてくれるとい

5保証の下にLNG化工場をもってあろう｡だがそれ以上に大規模を重化学工業化をピルバラ地

域にオーストラI)丁が性急に展開するとは期待できなしヽ 積極的に展開するかどうかは､日本経済

の例の態度にかかっているといえよ5｡事態の進展と照応しつつ､いゥそ)供重な検討を重ねた

い間塔である｡

とまれ,資源貿易だけに目をうはわれる己となく､それを超えたより広い日東経済相互依存関

係の促進という点とそ､今後の研究課艶でなければならないよう托思われる｡ これを弟3年度の

調査研究において完成したいのである｡.われわれはそういう問題のいくつかについてすで把検討

を開始している｡弟∬部昨おさめた｢中間報告JがそれTC･ある｡ J
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佐瀬六郎グループが､東南アジアを含む印度洋周辺国(IOP瓦C)と日･蒙との鹿済関係の分

析に着手した｡アラブ産油国の地位と役割の評価が1つの焦点とをろ5｡小島津が海外直壊殻資

について｢日本型｣と｢7メ1)カ塾｣とhDlつの分析 トウールを長供したのであるが､この方

法を用いて日本の対兼投資を分析しつるかど)かが.浜田宏一に上って検討書れることになった｡

オーストラ7)ア経済の日本へのOYer-depeZldenceの一つの籍具であるが､日本の景気変

動がオーストラ1)丁経済を揺b動かすとV>)問題がある｡ この間薩が森口親司によb計量的托検

討書れつつある｡その対策の1つともなることであるが､日東は金融市場 ･為替市場の面でもい

っそ)緊密化せざるをえないし､それ壮｢円の国際化｣の重要を｢局面でもある｡荒木借義と砂

村賢がこの間題に接近している｡

以上の外に､日豪貿易拡大の為の相互の通商政策の改尊､ガyトの場にかける協調の可能性を

どといった間麓が残卓れている｡ これらすべてを含めて､日豪経済関係の政策閉経の総点検をす

るのが､われわれの第三年度の殊窺となる｡有意兼を調査結果に到達すべく､努力を期する次第

である｡
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